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(57)【要約】
【課題】適正な画質を確保すると共に、無駄な電力消費
を極力抑制して運転する。
【解決手段】光源１５と、光源１５からの光を用い、入
力される画像信号に応じた光像を形成して投影する投影
系（１１～１４，１６，１７）と、投影系（１１～１４
，１６，１７）による投影面までの距離を測定する撮像
系（２８～３２）と、測定結果に応じ、投影系（１１～
１４，１６，１７）より出射する光像の明るさ調整を含
む運転モードを可変設定するＣＰＵ３３、投影光駆動部
２７とを備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光源と、
　上記光源からの光を用い、入力される画像信号に応じた光像を形成して投影する投影手
段と、
　上記光源をオンする前に測定した投影面方向の明るさと、上記光源をオンした後に測定
した投影面方向の明るさと、の差と、前記投影面までの距離と、に基づいて、上記投影手
段より出射する光像の明るさ調整を行う制御手段と、
　上記投影手段による投影面までの距離を測定する測定手段と、
を具備することを特徴とする投影装置。
【請求項２】
　所定の操作を受け付ける受付手段と、
　上記受付手段によって上記所定の操作がなされたと判断すると、上記光源を消灯させ、
その状態での投影面方向の明るさを検出する検出手段と、
を具備し、
上記検出手段は、上記光源の駆動時の投影面方向の明るさを検出することを特徴とする請
求項１記載の投影装置。
【請求項３】
　上記制御手段は、上記測定手段で測定した投影面までの距離が近いほど、上記投影手段
より出射する光像の明るさを下げることを特徴とする請求項１又は２記載の投影装置。
【請求項４】
　上記制御手段は、上記光源での発光輝度を調整し、上記測定手段で測定した投影面まで
の距離が近いほど、上記投影手段より出射する光像の明るさを下げることを特徴とする請
求項３記載の投影装置。
【請求項５】
　上記制御手段は、上記測定手段で測定した投影面までの距離が近いほど、上記投影手段
より出射する光像の階調調整により明るさを下げることを特徴とする請求項３記載の投影
装置。
【請求項６】
　上記光源を冷却する冷却手段をさらに具備し、
　上記制御手段は、上記測定手段での測定結果に応じ、上記投影手段より出射する光像の
明るさ調整と上記冷却手段での冷却能力調整を含む運転モードを可変設定する
ことを特徴とする請求項３記載の投影装置。
【請求項７】
　上記制御手段は、上記測定手段で測定した投影面までの距離が近いほど、上記冷却手段
での冷却能力を下げることを特徴とする請求項６記載の投影装置。
【請求項８】
　投影面において光像を合焦させる合焦手段をさらに具備し、
　上記制御手段は、上記合焦手段を用いて、合焦した位置情報から投影面までの距離を算
出することを特徴とする請求項３記載の投影装置。
【請求項９】
　投影面を撮影する撮像部をさらに具備し、
　上記合焦手段は、コントラスト方式の自動合焦機能であり、
　上記測定手段は、自動合焦した位置情報から投影面までの距離を算出することを特徴と
する請求項８記載の投影装置。
【請求項１０】
　投影面を撮影する撮像部をさらに具備し、
　上記合焦手段は、位相差方式の自動合焦機能であり、
　上記測定手段は、自動合焦した位置から投影面までの距離を算出することを特徴とする
請求項８記載の投影装置。
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【請求項１１】
　上記光源による駆動を開始する前後の投影面方向の明るさを検出する検出手段をさらに
具備し、
　上記制御手段は、上記測定手段での測定結果と、上記検出手段で検出した上記光源によ
る駆動を開始する前後の投影面方向の明るさの差とに応じ、上記投影手段より出射する光
像の明るさ調整を行なう
ことを特徴とする請求項３記載の投影装置。
【請求項１２】
　投影面における光像を合焦させる合焦手段と、
　上記合焦手段を用いた合焦指示を受け付ける受付手段と、
をさらに具備し、
　上記制御手段は、上記受付手段によって合焦指示がされたと判断される毎に、上記光源
を消灯させてから、上記検出手段によって上記光源による駆動を開始する前後の投影面方
向の明るさを検出させ、上記投影手段より出射する光像の明るさ調整を行なう
ことを特徴とする請求項１１記載の投影装置。
【請求項１３】
　光源、及び上記光源からの光を用い、入力される画像信号に応じた光像を形成して投影
する投影部を備えた装置での投影方法であって、
　上記光源をオンする前に測定した投影面方向の明るさと、上記光源をオンした後に測定
した投影面方向の明るさと、の差と、前記投影面までの距離と、に基づいて、上記投影部
より出射する光像の明るさ調整を行う制御工程と、
　上記投影部による投影面までの距離を測定する測定工程と、
を有することを特徴とする投影方法。
【請求項１４】
　光源、及び上記光源からの光を用い、入力される画像信号に応じた光像を形成して投影
する投影部を備えた装置が内蔵したコンピュータが実行するプログラムであって、
　上記プログラムを、
　上記光源をオンする前に測定した投影面方向の明るさと、上記光源をオンした後に測定
した投影面方向の明るさと、の差と、前記投影面までの距離と、に基づいて、上記投影部
より出射する光像の明るさ調整を行う制御手段、
　上記投影手段による投影面までの距離を測定する測定手段と、
として機能させることを特徴とするプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば電源容量が制限された電池駆動のプロジェクタ等に好適な投影装置、
投影方法及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近時、レーザダイオード（以下「ＬＤ」と称する）等の半導体発光素子を光源に用いる
プロジェクタが実用化されており、高輝度である点や色再現性が高い点、高圧放電灯など
それまでの放電管に比して消費電力や熱対策の点で有利であり、装置の小型化がより容易
となるなど、優れた点が多い。
【０００３】
　この種のプロジェクタでは、投影光が間違って人体、特に眼に入射するのを防止するべ
く、種々の安全対策が考えられている。（例えば、特許文献１）
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－０７０２９８号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　光源に用いるレーザ光が、投影面に達する前に誤って人体に損傷を与えることを回避す
るための安全対策については、上記特許文献に記載された技術を含み、種々考えられてい
る。
【０００６】
　一方、近年の半導体技術の発達によって、光源となる半導体発光素子は大出力化されて
おり、より明るい画像の投影が可能となっている。しかしながら、半導体発光素子の大出
力化と引換えに半導体発光素子からの発熱量も増大し、この種の光源に対して一般的に用
いられる冷却用のファンも、より容量の大きなものが要求される傾向にある。
【０００７】
　そのため、特にプロジェクタを狭い投影環境内で使用する場合などには、短い投影距離
により無駄に投影画像が明るくなると共に、冷却ファンの駆動音が騒音となり易いなど、
上記安全対策以外にも要求される点は多い。
【０００８】
　特に、電池を電源として使用する携帯型のプロジェクタでは、投影画質を確保した上で
、容量に制限のある電池を有効に活用し、投影時間を一層長くすることが望まれている。
【０００９】
　本発明は上記のような実情に鑑みてなされたもので、その目的とするところは、適正な
画質を確保すると共に、無駄な電力消費を極力抑制して運転することが可能な投影装置、
投影方法及びプログラムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の一態様は、光源と、上記光源からの光を用い、入力される画像信号に応じた光
像を形成して投影する投影手段と、上記光源をオンする前に測定した投影面方向の明るさ
と、上記光源をオンした後に測定した投影面方向の明るさと、の差と、前記投影面までの
距離と、に基づいて、上記投影手段より出射する光像の明るさ調整を行う制御手段と、上
記投影手段による投影面までの距離を測定する測定手段と、を具備することを特徴とする
。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、適正な画質を確保すると共に、無駄な電力消費を極力抑制して運転す
ることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の一実施形態に係るデータプロジェクタ装置の主として電子回路の機能構
成を説明する図。
【図２】同実施形態に係る電源オン後の初期設定を含む投影処理の内容を示すフローチャ
ート。
【図３】同実施形態に係るプログラムメモリに記憶される投影モードの選択内容及びルッ
クアップテーブルの内容を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明をＤＬＰ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｌｉｇｈｔ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ）（登録
商標）方式の電池駆動によるデータプロジェクタ装置に適用した場合の一実施形態につい
て図面を参照して説明する。
【００１４】
　図１は、本実施形態に係るデータプロジェクタ装置１０の主として電子回路の機能構成
を説明する図である。同図中、符号１１は入力部である。この入力部１１は、例えばピン
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ジャック（ＲＣＡ）タイプのビデオ入力端子、Ｄ－ｓｕｂ１５タイプのＲＧＢ入力端子、
ＨＤＭＩ（登録商標）（Ｈｉｇｈ－Ｄｅｆｉｎｉｔｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ　Ｉｎ
ｔｅｒｆａｃｅ）規格の画像／音声入力端子、及びＵＳＢ（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｓｅｒ
ｉａｌ　Ｂｕｓ）コネクタを有し、これらのいずれかの端子を介して有線接続される外部
機器から、画像信号及び音声信号を入力する。
【００１５】
　入力部１１から入力された各種規格の画像信号は、システムバスＳＢを介し、一般にス
ケーラとも称される投影画像変換部１２に入力される。
【００１６】
　投影画像変換部１２は、入力される画像信号を投影に適した所定のフォーマットの画像
信号に統一し、内蔵する表示用のバッファメモリに適宜書込んだ後に、書込んだ画像信号
を読出して投影画像駆動部１３へ送る。
【００１７】
　この際、ＯＳＤ（Ｏｎ　Ｓｃｒｅｅｎ　Ｄｉｓｐｌａｙ）用の各種動作状態を示すシン
ボル等のデータも必要に応じて投影画像変換部１２内のバッファメモリで画像信号に重畳
加工し、加工後の画像信号を読出して投影画像駆動部１３へ送る。
【００１８】
　投影画像駆動部１３は、送られてきた画像信号に応じて、所定のフォーマットに従った
フレームレート、例えば６０［フレーム／秒］と色成分の分割数、及び表示階調数を乗算
した、より高速な時分割駆動により、マイクロミラー素子１４を表示駆動する。
【００１９】
　このマイクロミラー素子１４は、アレイ状に配列された複数、例えばＷＸＧＡ（横１２
８０画素×縦７６８画素）個の微小ミラーの各傾斜角度を個々に高速でオン／オフ動作し
て表示動作することで、その反射光により光像を形成する。
【００２０】
　一方で、光源部１５から時分割でＲ，Ｇ，Ｂの原色光が循環的に出射される。この光源
部１５からの原色光が、ミラー１６で全反射して上記マイクロミラー素子１４に照射され
る。
【００２１】
　そして、マイクロミラー素子１４での反射光で光像が形成され、形成された光像が投影
レンズ部１７を介して、投影対象となる図示しないスクリーンに投影表示される。
【００２２】
　上記投影レンズ部１７は、内部のレンズ光学系中に、フォーカス位置を移動するための
フォーカスレンズ群及びズーム（投影）画角を可変するためのズームレンズ群を有し、そ
れらのレンズ群は共にレンズモータ（Ｍ）１８の回動により駆動される。レンズモータ１
８は、上記投影画像駆動部１３からの駆動信号に基づいて駆動される。
【００２３】
　上記光源部１５は、緑色（Ｇ）光を発するＬＤ（以下「Ｇ－ＬＤ」と称する）１９、赤
色（Ｒ）光を発する発光ダイオード（以下「Ｒ－ＬＥＤ」と称する）２０、及び青色（Ｂ
）光を発するＬＤ（以下「Ｂ－ＬＤ」と称する）２１を有する。
【００２４】
　Ｇ－ＬＤ１９の発する緑色光は、ダイクロイックミラー２２を透過した後に上記ミラー
１６へ送られる。
【００２５】
　Ｒ－ＬＥＤ２０の発する赤色光は、ダイクロイックミラー２３で反射された後、上記ダ
イクロイックミラー２２でも反射されて上記ミラー１６へ送られる。
【００２６】
　Ｂ－ＬＤ２１の発する青色光は、ミラー２４で反射された後に上記ダイクロイックミラ
ー２３を透過し、その後に上記ダイクロイックミラー２２で反射されて上記ミラー１６へ
送られる。
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　上記ダイクロイックミラー２２は、緑光を透過する一方で、赤色光及び青色光を反射す
る。上記ダイクロイックミラー２３は、赤色光を反射する一方で、青色光を透過する。
【００２７】
　上記Ｇ－ＬＤ１９、Ｒ－ＬＥＤ２０、及びＢ－ＬＤ２１を冷却するべく冷却ファン２５
が設けられる。この冷却ファン２５は、ファンモータ（Ｍ）２６により回転し、発生した
冷却風を上記光源の素子１９～２１に当てて熱交換させ、熱せられた空気をデータプロジ
ェクタ装置１０外部に排出させる。
【００２８】
　しかして上記光源部１５のＧ－ＬＤ１９、Ｒ－ＬＥＤ２０、及びＢ－ＬＤ２１の各発光
タイミングや駆動信号の波形等を投影光駆動部２７が統括して制御する。投影光駆動部２
７は、上記投影画像駆動部１３から与えられる画像信号に同期したタイミング信号と、後
述するＣＰＵ３３の制御に応じて上記Ｇ－ＬＤ１９、Ｒ－ＬＥＤ２０、及びＢ－ＬＤ２１
の発光動作を制御する他、ファンモータ２６の回転により冷却ファン２５で発生される冷
却風の強度を制御する。
【００２９】
　また、上記投影レンズ部１７と隣接するようにして受光レンズ２８を配設し、受光レン
ズ２８の合焦位置に固体撮像素子である、例えばＣＭＯＳイメージセンサ２９を配設する
。
【００３０】
　投影レンズ部１７による投影範囲を含んで撮影可能なように上記受光レンズ２８及びＣ
ＭＯＳイメージセンサ２９が設けられるもので、ＣＭＯＳイメージセンサ２９での撮影動
作により得られた、投影範囲を含む画像信号はＡ／Ｄ変換器３０でデジタル化された後、
撮影制御部３１に送られる。
【００３１】
　この撮影制御部３１は、上記ＣＭＯＳイメージセンサ２９を走査駆動して撮影動作を実
行させる他、上記受光レンズ２８の位置を移動させ、ＣＭＯＳイメージセンサ２９に入射
される光像を合焦させるフォーカスレンズモータ３２の駆動制御も行なう。
【００３２】
　撮影制御部３１は、ＣＭＯＳイメージセンサ２９での撮影により得た画像データを、こ
のデータプロジェクタ装置１０全体の制御動作を司るＣＰＵ３３へ送出する。
【００３３】
　上記各回路の動作すべてをＣＰＵ３３が制御する。このＣＰＵ３３は、メインメモリ３
４及びプログラムメモリ３５と直接接続される。メインメモリ３４は、例えばＳＲＡＭで
構成され、ＣＰＵ３３のワークメモリとして機能する。プログラムメモリ３５は、電気的
書換可能な不揮発性メモリ、例えばフラッシュＲＯＭで構成され、ＣＰＵ３３が実行する
動作プログラムや各種定型データ、後述するテストチャートパターンの画像データやルッ
クアップテーブル等を記憶する。
　上記プログラムメモリ３５が記憶する定型データ中には、上記Ｇ－ＬＤ１９、Ｒ－ＬＥ
Ｄ２０、及びＢ－ＬＤ２１の各駆動電流値、冷却ファン２５を回転させるファンモータ２
６の駆動電圧値等の駆動情報を含む。
【００３４】
　ＣＰＵ３３は、上記プログラムメモリ３５に記憶されている動作プログラムや定型デー
タ等を読出し、メインメモリ３４に展開して記憶させた上で、当該プログラムを実行する
ことにより、このデータプロジェクタ装置１０を統括して制御する。
【００３５】
　上記ＣＰＵ３３は、操作部３６からのキー操作信号に応じて各種投影動作を実行する。
　この操作部３６は、このデータプロジェクタ装置１０専用の図示しないリモートコント
ローラからの赤外線変調信号を受信するリモコン受光部と、データプロジェクタ装置１０
の例えば筐体上面に設けられるキー入力部を含む。操作部３６は、ユーザがデータプロジ
ェクタ装置１０専用のリモートコントローラあるいは本体のキー入力部で操作したキーに



(7) JP 2017-204008 A 2017.11.16

10

20

30

40

50

基づくキー操作信号をＣＰＵ３３へ出力する。
【００３６】
　上記ＣＰＵ３３はさらに、上記システムバスＳＢを介して音声処理部３７と接続される
一方で、電源制御部３８と直接接続される。　
　音声処理部３７は、ＰＣＭ音源等の音源回路を備え、投影動作時に与えられる音声信号
をアナログ化し、スピーカ部３９を駆動して放音させ、あるいは必要によりビープ音等を
発生させる。
【００３７】
　電源制御部３８は、このデータプロジェクタ装置１０の電源であるバッテリ４０の充放
電を管理し、さらにバッテリ４０からの電力を必要な電圧値に変換、安定化した上で上記
各回路に供給する。電源制御部３８は、このバッテリ４０の消耗状態を示す端子間電圧値
を上記ＣＰＵ３３へ送出する。
【００３８】
　次に上記実施形態の動作について説明する。
　図２は、このデータプロジェクタ装置１０の電源をオン（投入）した際に実行する初期
設定動作とそれに続く投影動作の処理内容を示す。電源をオンした直後にＣＰＵ３３は、
まずデータプロジェクタ装置１０の設置環境を把握するべく、ＣＭＯＳイメージセンサ２
９により投影方向の明るさを測定させる（ステップＳ１０１）。
【００３９】
　この場合、受光レンズ２８とそのフォーカスレンズモータ３２によるＡＦ（自動合焦）
動作は必要とせず、例えば受光レンズ２８を予め設定された中間位置、例えば撮影距離が
２［ｍ］で合焦するような位置に固定した状態で投影方向を撮影させることにより、投影
範囲のおおよその明るさを測定させる。
【００４０】
　次いでＣＰＵ３３は、光源部１５での発光動作を開始させた上で（ステップＳ１０２）
、プログラムメモリ３５からテストチャートパターンの画像データを読出し、その画像デ
ータに応じた投影を実行する（ステップＳ１０３）。
【００４１】
　この段階では、まだ投影面までの距離はわかっていないので、予め設定された中間位置
、例えば投影距離が２［ｍ］で合焦するような位置に投影レンズ部１７のフォーカスレン
ズ位置を固定した状態で投影させる。
【００４２】
　この投影状態から再度ＣＭＯＳイメージセンサ２９での撮影により投影方向の明るさを
測定させた上で、ＣＭＯＳイメージセンサ２９における適正な露光（ＡＥ）条件を算出す
る（ステップＳ１０４）。
【００４３】
　次いで、上記算出したＡＥ条件を設定し、ＣＭＯＳイメージセンサ２９から得られる画
像のコントラスト値が最も高くなるように受光レンズ２８をフォーカスレンズモータ３２
により移動させる、所謂コントラスト方式のＡＦ動作を実行する。
【００４４】
　こうして得た合焦位置を基に、ＣＰＵ３３は投影レンズ部１７のフォーカスレンズをレ
ンズモータ１８により駆動して、投影画像のＡＦ動作を実行する（ステップＳ１０５）。
【００４５】
　次にＣＰＵ３３は、プログラムメモリ３５からルックアップテーブル（ＬＵＴ）を読出
してメインメモリ３４に記憶させた後（ステップＳ１０６）、光源部１５をオンする前に
測定した投影方向の明るさＬｄｋと、光源部１５をオンした後に測定した投影方向の明る
さＬｂｒ、及び上記ＡＦ動作により得た投影面までの距離とにより該テーブルを参照して
、投影モードを選択する（ステップＳ１０７）。
【００４６】
　図３は、プログラムメモリ３５から読出されるルックアップテーブルの構成例を示す。
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　ここでは、説明を簡易化するべく、可変設定される投影モードを全部で４段階あるもの
とした例を示す。
【００４７】
　図３（Ａ）は、各投影モードのモード名、光源（１９～２１）の電流値、冷却ファン２
５の駆動強度、及び備考として光源部１５における消費電力の概算値を示す。投影モード
の番号の値が大きいほど、消費電力が大きくなると共に、画像をより明るく投影できる。
【００４８】
　上記光源（１９～２１）の電流値は、特性の異なるＧ－ＬＤ１９、Ｒ－ＬＥＤ２０、及
びＢ－ＬＤ２１共に一律な電流値を設定するものではなく、実際には個々の素子の個体差
等もさらに勘案して個別に設定されるものとする。
【００４９】
　図３（Ｂ）は、光源部１５をオンする前に測定した投影方向の明るさＬｄｋと、光源部
１５をオンした後に測定した投影方向の明るさＬｂｒとの差と、投影距離とにより投影モ
ードを選択するルックアップを例示している。
【００５０】
　ここでは、光源オン前の明るさＬｄｋと、光源オン後の明るさＬｂｒとの差が、予め設
定されるしきい値Ｌｔｈ未満であるか、Ｌｔｈ以上であるかにより、データプロジェクタ
装置１０の設置環境が、例えば会議室でのプレゼンテーション等のように投影面にデータ
プロジェクタ装置１０からの投影光以外の光が入射するような、ある程度明るい環境であ
るのか、あるいはデータプロジェクタ装置１０の投光以外の光が存在しない暗室状態とい
った暗い環境であるのかを区別しており、その区別に応じて投影距離により上記図３（Ａ
）で示した投影モードを割り当てるものとしている。
【００５１】
　当然ながら、明るい環境下では暗い環境下に比して、より明るい画像を投影しないと画
像の内容が判別し難いため、同じ投影距離でも選択する投影モードが異なり、より明るい
ものとしている。
【００５２】
　こうして投影モードを選択するとＣＰＵ３３は、光源部１５のＧ－ＬＤ１９、Ｒ－ＬＥ
Ｄ２０、及びＢ－ＬＤ２１をそれぞれ選択した投影モードでの明るさとなるように投影光
駆動部２７で設定すると共に（ステップＳ１０８）、それら光源の素子（１９～２１）を
必要充分な風量で冷却させるべく、冷却ファン２５用のファンモータ２６を同じく選択し
た投影モードでのファン強度となるように投影光駆動部２７で設定する（ステップＳ１０
９）。
【００５３】
　以上で、設置環境に応じた投影モードの先端と設定を終えたものとしてＣＰＵ３３は、
以後、入力部１１より入力される画像信号に応じた通常の投影処理を実行させながら（ス
テップＳ１１０）、併せてユーザが操作部３６で電源をオフするキー操作をしたか否か（
ステップＳ１１１）、再度の自動合焦を指示するべく「ＡＦ」キーを操作したか否か（ス
テップＳ１１２）を繰返し判断する。
【００５４】
　「ＡＦ」キーが操作されたと判断した場合、ＣＰＵ３３は上記ステップＳ１１２でそれ
を判断し、電源投入の初期設定と同じく、一旦光源部１５での発光動作を停止させた後（
ステップＳ１１３）、上記ステップＳ１０１に戻って、同様の処理を実行する。
【００５５】
　また、上記ステップＳ１１１でユーザが操作部３６で電源をオフするキー操作をしたと
判断した場合、ＣＰＵ３３はその時点で光源部１５での発光動作を停止させた後（ステッ
プＳ１１４）、以上でこの図２の処理を終了すると共に、装置の電源をオフ（切断）する
。
【００５６】
　以上詳述した如く本実施形態によれば、投影環境に応じて適正な画質を確保すると共に



(9) JP 2017-204008 A 2017.11.16

10

20

30

40

50

、必要に応じて無駄な電力消費を極力抑制して運転することが可能となる。
【００５７】
　特に本実施形態のように、投影面までの距離が近いほど、上記投影手段より出射する光
像の明るさを下げることにより、特に投影面が近い場合に画像が明るすぎて明るい部分の
詳細や暗い部分が視認しにくくなるのを回避できる。
【００５８】
　この場合、上記実施形態では、光源となる素子の発光輝度を調整することで光像の明る
さを下げるものとしたため、特に本データプロジェクタ装置１０のようにバッテリ４０を
電源とした、使用電力量が制限される装置であっても、無駄な電力消費を回避しながら、
合わせて見易さを考慮した画像の投影が実現できる。
【００５９】
　また上記実施形態では示さなかったが、光源となる素子の発光輝度は一定に保持しつつ
も、表示素子であるマイクロミラー素子１４での階調（投影レンズ部１７方向への反射時
間）により明るさを下げるような調整も可能となる。この場合、光源となる素子の発光輝
度を下げる場合程の省電力効果はないが、見易さを考慮した画像の投影が実現できること
になる。
【００６０】
　さらに上記実施形態では、光源部１５で発光素子であるＧ－ＬＤ１９、Ｒ－ＬＥＤ２０
、及びＢ－ＬＤ２１を冷却するものとして冷却ファン２５及びファンモータ２６を設け、
発光輝度と合わせて冷却能力も可変設定するものとしたので、無駄な電力消費を装置全体
で回避すると共に、冷却ファン２５による騒音の発生も必要最小限に抑制できる。
【００６１】
　加えて上記実施形態では、投影面において光像を合焦させる合焦手段を備えるものとし
たので、測距用専用の部材を必要とせずに、投影面までの距離を測定できる。
【００６２】
　また上記実施形態において、投影面までの距離を測定する手段として、コントラスト方
式の自動合焦機能を有する撮影部を備えるものとすれば、例えば携帯電話端末のカメラ機
能やパーソナルコンピュータのＷｅｂカメラで用いられているカメラ機構部を流用するこ
とで、アクティブ・オートフォーカス方式のような測距用の部材を必要とせずに、投影面
までの距離を比較的正確に測定できる。
【００６３】
　この点は、上記コントラスト方式と同様、位相差方式を採用することでも実現可能であ
り、撮像部を簡易な構成で実現できる。
【００６４】
　これらいずれのパッシブ・オートフォーカス方式であっても、上記実施形態のようにＡ
Ｆ機能自体は光源をオンした明るい環境下で機能させることで、測距不能となってしまう
ことなく、確実に投影面までの距離を測定できる。
【００６５】
　さらに上記実施形態では、光源による駆動を開始する前後の明るさを検出してその差を
勘案した上で測距結果と合わせて投影モードを選択するものとしたので、同一の距離であ
っても選択する投影モードを意図的に替えるなど、データプロジェクタ装置１０を設置し
ている環境に合わせてより細かく投影モードを設定することができる。
【００６６】
　加えて上記実施形態では、合焦機能が呼び出される毎に、光源を消灯させてから、光源
による駆動を開始する前後の投影面方向の明るさを検出させるようにしたので、設置状況
が変わった可能性の高い場合に、自動で投影モードを設定することができる。
【００６７】
　なお、特に投影面までの距離が近く、投影画像の輝度を下げて投影を実行する場合には
、投影画像に対して、例えば輪郭強調やカラー画像の彩度を向上させるなどの画像処理を
施した上で投影することで、より見易い画像とすることができる。
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【００６８】
　また、上記実施形態は、自動で合焦させる自動合焦機能を適用した場合について説明し
たが、手動で合焦させ、合焦した位置情報から、投影面までの距離を算出するようにして
もよい。
【００６９】
　なお、上記実施形態は、電池駆動のＤＬＰ方式のデータプロジェクタ装置に適用した場
合について説明したが、本発明は駆動電源やプロジェクタ方式等を限定するものではなく
、その他の方式の投影装置、あるいは投影機能を備えた各種電子機器などにも同様に適用
することが可能となる。
【００７０】
　その他、本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく、実施段階ではその要旨
を逸脱しない範囲で種々に変形することが可能である。また、上述した実施形態で実行さ
れる機能は可能な限り適宜組み合わせて実施しても良い。上述した実施形態には種々の段
階が含まれており、開示される複数の構成要件による適宜の組み合せにより種々の発明が
抽出され得る。例えば、実施形態に示される全構成要件からいくつかの構成要件が削除さ
れても、効果が得られるのであれば、この構成要件が削除された構成が発明として抽出さ
れ得る。
【００７１】
　以下に、本願出願の当所の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
【００７２】
　請求項１記載の発明は、上記光源からの光を用い、入力される画像信号に応じた光像を
形成して投影する投影手段と、上記投影手段による投影面までの距離を測定する測定手段
と、上記測定手段での測定結果に応じ、上記投影手段より出射する光像の明るさ調整を含
む運転モードを可変設定する投影制御手段とを具備したことを特徴とする。
【００７３】
　請求項２記載の発明は、上記請求項１記載の発明において、上記投影制御手段は、上記
測定手段で測定した投影面までの距離が近いほど、上記投影手段より出射する光像の明る
さを下げることを特徴とする。
【００７４】
　請求項３記載の発明は、上記請求項２記載の発明において、上記投影制御手段は、上記
光源での発光輝度を調整し、上記測定手段で測定した投影面までの距離が近いほど、上記
投影手段より出射する光像の明るさを下げることを特徴とする。
【００７５】
　請求項４記載の発明は、上記請求項２記載の発明において、上記投影制御手段は、上記
測定手段で測定した投影面までの距離が近いほど、上記投影手段より出射する光像の階調
調整により明るさを下げることを特徴とする。
【００７６】
　請求項５記載の発明は、上記請求項１記載の発明において、上記光源を冷却する冷却手
段をさらに具備し、上記投影制御手段は、上記測定手段での測定結果に応じ、上記投影手
段より出射する光像の明るさ調整と上記冷却手段での冷却能力調整を含む運転モードを可
変設定することを特徴とする。
【００７７】
　請求項６記載の発明は、上記請求項５記載の発明において、上記投影制御手段は、上記
測定手段で測定した投影面までの距離が近いほど、上記冷却手段での冷却能力を下げるこ
とを特徴とする。
【００７８】
　請求項７記載の発明は、上記請求項１記載の発明において、投影面において光像を合焦
させる合焦手段をさらに具備し、上記投影制御手段は、上記合焦機能を用いて、合焦した
位置情報から投影面までの距離を算出することを特徴とする。
【００７９】
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　請求項８記載の発明は、上記請求項７記載の発明において、投影面を撮影する撮像部を
さらに具備し、上記合焦機能は、コントラスト方式の自動合焦機能であり、上記測定手段
は、自動合焦した位置情報から投影面までの距離を算出することを特徴とする。
【００８０】
　請求項９記載の発明は、上記請求項７記載の発明において、投影面を撮影する撮像部を
さらに具備し、上記合焦機能は、位相差方式の自動合焦機能であり、上記測定手段は、自
動合焦した位置から投影面までの距離を算出することを特徴とする。
【００８１】
　請求項１０記載の発明は、上記請求項１記載の発明において、上記光源による駆動を開
始する前後の投影面方向の明るさを検出する検出手段をさらに具備し、上記投影制御手段
は、上記測定手段での測定結果と、上記検出手段で検出した上記光源による駆動を開始す
る前後の投影面方向の明るさの差とに応じ、上記投影手段より出射する光像の明るさ調整
を行なうことを特徴とする。
【００８２】
　請求項１１記載の発明は、上記請求項１０記載の発明において、投影面における光像を
合焦させる合焦手段と、上記合焦手段を用いた合焦指示を受け付ける受付手段とをさらに
具備し、上記投影制御手段は、上記受付手段によって合焦指示がされたと判断される毎に
、上記光源を消灯させてから、上記検出手段によって上記光源による駆動を開始する前後
の投影面方向の明るさを検出させ、上記投影手段より出射する光像の明るさ調整を行なう
ことを特徴とする。
【００８３】
　請求項１２記載の発明は、光源、及び上記光源からの光を用い、入力される画像信号に
応じた光像を形成して投影する投影部を備えた装置での投影方法であって、上記投影部に
よる投影面までの距離を測定する測定工程と、上記測定工程での測定結果に応じ、上記投
影部より出射する光像の明るさ調整を含む運転モードを可変設定する投影制御工程とを有
したことを特徴とする。
【００８４】
　請求項１３記載の発明は、光源、及び上記光源からの光を用い、入力される画像信号に
応じた光像を形成して投影する投影部を備えた装置が内蔵したコンピュータが実行するプ
ログラムであって、上記プログラムを、上記投影部による投影面までの距離を測定する測
定手段、及び上記測定手段での測定結果に応じ、上記投影部より出射する光像の明るさ調
整を含む運転モードを可変設定する投影制御手段として機能させることを特徴とする。
【符号の説明】
【００８５】
　１０…データプロジェクタ装置、１１…入力部、１２…投影画像変換部、１３…投影画
像駆動部、１４…マイクロミラー素子、１５…光源部、１６…ミラー、１７…投影レンズ
部、１８…レンズモータ（Ｍ）、１９…緑色発光レーザダイオード（Ｇ－ＬＤ）、２０…
赤色発光ダイオード（Ｒ－ＬＥＤ）、２１…青色発光レーザダイオード（Ｂ－ＬＤ）、２
２…ダイクロイックミラー、２３…ダイクロイックミラー、２４…ミラー、２５…冷却フ
ァン、２６…ファンモータ（Ｍ）、２７…投影光駆動部、２８…受光レンズ、２９…ＣＭ
ＯＳイメージセンサ、３０…Ａ／Ｄ変換器、３１…撮影制御部、３２…フォーカスレンズ
モータ（Ｍ）、３３…ＣＰＵ、３４…メインメモリ、３５…プログラムメモリ、３６…操
作部、３７…音声処理部、３８…電源制御部、３９…スピーカ部、４０…バッテリ。
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【手続補正書】
【提出日】平成29年8月31日(2017.8.31)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光照射装置による光照射を制御する照射制御装置であって、
　光照射の照射対象に対して前記光照射装置によって光が照射されてない場合の明るさと
、光が照射された場合の明るさとを測定する測定手段と、
　前記測定手段により光が照射されてない場合に測定された第１明るさと、光が照射され
た場合に測定された第２明るさと、を比較する比較手段と、
　前記比較手段による比較結果に応じて前記光照射装置による光照射を制御する制御手段
と、
　を具備したことを特徴とする照射制御装置。
【請求項２】
　前記制御手段は、前記光照射装置による光照射の明るさの強弱を制御する、
　ことを特徴とする請求項１記載の照射制御装置。
【請求項３】
　前記制御手段は、前記比較手段で比較された前記第１明るさと前記第２明るさとの差に
応じて前記光照射装置による光照射を制御する、
　ことを特徴とする請求項１又は２記載の照射制御装置。
【請求項４】
　前記制御手段は、前記第１明るさと前記第２明るさとの差の大小に応じて前記光照射の
明るさの強弱を制御する、
　ことを特徴とする請求項１～３の何れかに記載の照射制御装置。
【請求項５】
　前記制御手段は、前記第１明るさと前記第２明るさとの差が小さい場合には、当該差が
大きい場合に比べて前記光照射の明るさが強くなるように制御する、
　ことを特徴とする請求項１～４の何れかに記載の照射制御装置。
【請求項６】
　前記制御手段は、前記比較手段による比較結果と、前記照射対象までの距離と、に応じ
て前記光照射を制御する、
　ことを特徴とする請求項１～５の何れかに記載の照射制御装置。
【請求項７】
　光照射装置による光照射を制御する照射制御方法であって、
　光照射の照射対象に対して前記光照射装置によって光が照射されてない場合の明るさと
、光が照射された場合の明るさとを測定する測定ステップと、
　前記測定ステップにより光が照射されてない場合に測定された第１明るさと、光が照射
された場合に測定された第２明るさと、を比較する比較ステップと、
　前記比較ステップによる比較結果に応じて前記光照射装置による光照射を制御する制御
ステップと、
　とからなる照射制御方法。
【請求項８】
　光照射装置による光照射を制御する照射制御装置のコンピュータを制御するためのプロ
グラムであって、
　前記コンピュータを、
　光照射の照射対象に対して前記光照射装置によって光が照射されてない場合の明るさと
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、光が照射された場合の明るさとを測定する測定手段、
　前記測定手段により光が照射されてない場合に測定された第１明るさと、光が照射され
た場合に測定された第２明るさと、を比較する比較手段、
　前記比較手段による比較結果に応じて前記光照射装置による光照射を制御する制御手段
、
　として機能させるようにしたプログラム。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００１】
　本発明は、照射制御装置、照射制御方法及びプログラムに関する。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　本発明は、照射対象に対して適正な明るさを確保することを目的とする。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　請求項１は、光照射装置による光照射を制御する照射制御装置であって、光照射の照射
対象に対して前記光照射装置によって光が照射されてない場合の明るさと、光が照射され
た場合の明るさとを測定する測定手段と、前記測定手段により光が照射されてない場合に
測定された第１明るさと、光が照射された場合に測定された第２明るさと、を比較する比
較手段と、前記比較手段による比較結果に応じて前記光照射装置による光照射を制御する
制御手段と、を具備したことを特徴とする。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　本発明によれば、照射対象に対して適正な明るさを確保することが可能となる。
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